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南新地地区ウェルネス拠点施設整備等民間事業者選定 

に係るアドバイザリー業務委託仕様書 

 

１ 業務の目的 

本業務は、荒尾市（以下「本市」という。）が、ＰＦＩ手法を導入して実施

する荒尾市ウェルネス拠点施設（※）整備・運営事業（以下「本事業」という。）

について、実施方針の公表から事業者選定及び契約の締結までに必要となる

各種検討及び募集資料等の作成を行い、本事業を担う民間事業者の募集・選定

プロセスの的確な推進を支援することを目的とする。  

※荒尾市ウェルネス拠点施設とは、道の駅及び保健・福祉・子育て支援施設（以

下「保福子施設」という。）の機能を有する複合施設を指す。 

 

２ 業務の内容 

⑴ 市場調査の実施 

ア 市場調査の実施 

 荒尾市保健・福祉・子育て支援施設基本計画の検討結果を踏まえ、民活

事業方式により本事業を実施した場合の事業概要書を作成し、本事業に対

する民間事業者の意見・要望及び参加意向を把握するための市場調査を行

う。 

イ 調査結果の取りまとめ  

上記アで実施した市場調査の結果について、整理・分析を行い、事業ス

キームを整理する。  

⑵ 実施方針の作成 

ア 実施方針の作成 

本事業の事業概要、事業スケジュール、応募者の参加資格要件等を整理

し、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平

成１１年法律第１１７号。以下「ＰＦＩ法」という。）第５条に規定する

実施方針を作成する。 

イ 実施方針への質問・意見に対する回答支援 

公表された実施方針に関し、民間事業者から提出された質問及び意見

を整理するとともに、質問に対する回答書案を作成する。  

⑶ 特定事業の選定支援 

ア ＶＦＭの精査 

市が行った官民連携基盤整備推進調査における簡易ＶＦＭ算定結果に

ついて、実施方針等を踏まえてＰＳＣやＰＦＩＬＣＣなどのＶＦＭ算定条

件及び算定過程を精査し、ＶＦＭの算定を行う。 
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イ 特定事業の選定案の作成 

ＶＦＭの精査を踏まえ、本事業を特定事業として選定する理由を整理

し、ＰＦＩ法第７条に基づく特定事業の選定に関する公表文書案を作成

する。  

⑷ 募集書類の作成 

ア 募集要項の作成 

本事業を実施する民間事業者を募集する手続について、本事業の事業概

要、事業スケジュール、応募者の参加資格要件、提案書の作成要領、提案

金額の算定方法等を整理し、募集要項を作成する。 

イ 要求水準書の作成 

本事業で整備する荒尾市ウェルネス拠点施設についての設計及び建設

に係る要求水準並びに供用開始後の運営・維持管理に係る要求水準につ

いて、民間事業者の創意工夫の発揮を意図した性能発注の視点に留意し

て検討を行い、要求水準書を作成する。 

ウ 事業契約書（案）及び基本協定書（案）の作成 

実施方針のリスク分担表及び実施方針に対する民間事業者からの質問・

意見等を踏まえ、民間事業者の履行業務内容、サービス対価支払、契約の

終了及び債務不履行並びに不可抗力発生時及び法令改正の際の取扱い等

を検討し、事業契約書（案）を作成する。また、選定された事業者の設立

する特別目的会社の設立・出資に関する条件、事業契約締結までの手続等

を検討し、基本協定書（案）を作成する。  

エ 審査基準の作成 

民間事業者を選定するための審査項目、審査項目ごとの評価の視点、配

点、審査方法等を検討し、審査基準を作成する。 

オ 様式集の作成 

参加資格の確認に関する提出書類及び提案書の様式について必要な記

載事項等を整理し、様式集を作成する。  

⑸ 募集書類への質問に対する回答支援（２回） 

公募開始時に公表した資料（募集要項、様式集、要求水準書、事業契約書

案、基本協定書案及び審査基準）に関し、民間事業者から提出された質問を

整理し、質問に対する回答書案を作成する。また、必要に応じて募集書類の

修正を行うとともに、市が公募に係る説明会等を実施した場合には支援を行

う。  

⑹ 事業者提案の審査支援 

ア 提案書の整理及び審査支援資料の作成 

応募者から提出された提案書に対し、ＰＦＩ法第１０条第２項に基づく
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審査を支援するための審査補助資料を作成する。また、審査委員会におけ

る審査結果を踏まえ、審査講評の作成を支援する。 

イ 事業者提案に基づくＶＦＭの算定 

選定された事業予定者の提案内容を踏まえて、事業者提案に基づくＶＦ

Ｍ算定を行い、ＰＦＩ法第１１条に基づく公表資料を作成する。  

⑺ 審査委員会の運営支援 

民間事業者選定に係る審査委員会の運営について適切なアドバイスを行

うとともに、委員会資料及び委員会議事録の作成を支援する。  

⑻ 契約締結に係る支援 

ア 民間事業者との契約調整に係る支援 

選定された民間事業者と本市の契約締結に向けて、事業契約書（案）に

ついての最終的な疑義を調整し、本市と民間事業者の契約締結に関する

支援を行う。 

イ 弁護士による支援 

事業契約書（案）の作成や選定された事業者との契約の締結に当たり、

専門的な助言を受けるために、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の経験を有する弁護

士の協力を得て、必要となる支援を行う。  

  ※ 本事業の契約締結は、ＰＦＩ法第１２条の規定に基づき、市議会におけ

る議決の上、令和４年１２月を予定している。 

 ⑼ モニタリング方法の検討 

   事業開始後の設計・施工や維持管理・運営の各フェーズにおけるモニタリ

ング手法を検討し、案を作成する。 

 

４ 業務期間 

契約締結日から令和５年３月３１日まで  

 

５ 成果品 

報告書３部（Ａ４版、縦型、横書き、左綴じ、簡易製本）及び電子納品 


